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１．区域区分の二次検討 （下関都市計画区域） 

（１）検討の手順と一次検討の結果 

①区域区分設定区域における検討手順 

既に区域区分を設定している線引き都市計画区域は、いずれも人口 10 万人以上を擁する拠点

都市である。したがって、人口や都市機能の集積度の高さを考慮し、当面の間、区域区分制度を

継続していくことを基本とする。ただし、これらの区域のうち、人口、土地利用、産業活動等が

停滞し、かつ市街化区域内の都市施設整備が概ね完了、さらには将来的にも市街地拡大が予想し

にくい場合及び郊外部における自然的環境の保全の必要が低い場合においては、区域区分の廃止

を検討する。 

 

 

▲区域区分設定区域における区域区分継続要否の検討手順 

今後の土地利用 

規制への対応 

チェックシート 
による評価 

区域区分設定区域 

ＹＥＳ 

一
次
検
討 

二

次

検

討 

区域区分継続の 

必要性が高い 

区域区分継続の 

必要性が低い 

ＮＯ 

（注） 

一次検討：定量的評価（都市計画

区域間の相対的な判

断） 

二次検討：総合評価（都市計画区

域毎に固有の即地的

な判断） 

ＹＥＳ 
将来における市街地拡大の可能性 

ＮＯ 
ＹＥＳ 

区域区分の廃止 区域区分の継続 

対象市

町、関係

機関との

調整 等 

区域区分を 

継続しない場合の 

課題の検討 

区域区分を 

継続する場合の 

課題の検討 

 

総合評価 
ＮＯ 

判      定 

今後の土地利用 

規制への対応 

区域区分を 

継続する場合の 

課題の検討 

区域区分を 

継続しない場合の 

課題の検討 

 

郊外部における自然的環境の保全の必要性 
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②一次検討結果（広域方針より抜粋） 

区域区分継続の必要性が高い。 

 

 

  

Ａ．区域区分継続要否の検討チェックシート エリア名

＜検討項目＞ ＜評価指標＞ ＜判断基準＞

１）人口動向 過去 現在

10（5）年前 H27

1-1.都市計画区域内人口 10年前値＜現在値：「適合」 244,197 人 > 227,322 人 × : 不適合

1-2.都市計画区域内世帯数 10年前値＜現在値：「適合」 100,311 世帯 > 99,788 世帯 × : 不適合

1-3.DID人口 10年前値＜現在値：「適合」 190,716 人 > 176,520 人 × : 不適合 ○　：　適　合

1-4.市街化区域内（用途内）人口 5年前値＜現在値：「適合」 223,370 人 > 214,052 人 × : 不適合

1-5.市街化調整区域（用途白地）人口 5年前値＜現在値：「適合」 12,856 人 < 13,270 人 ○ : 適 合

２）土地利用動向 2-1.都市計画区域内開発許可面積（5年間） 5年前値＜現在値：「適合」 839.55 ㎡/千人 < 1511.01 ㎡/千人 ○ : 適 合

○　：　適　合

2-2.都市計画区域内DID面積 10年前値＜現在値：「適合」 39.85 k㎡ < 40.50 k㎡ ○ : 適 合

３）産業動向 3-1.商業販売額増減率（都市計画区域内） 過去値＜現在値：「適合」 -23.47 ％ < -19.71 ％ ○ : 適 合

3-2.工業出荷額増減率（都市計画区域内） 過去値＜現在値：「適合」 -3.56 ％ > -9.17 ％ × : 不適合 ○　：　適　合

3-3.観光入込客増減率（行政区域内） 過去値＜現在値：「適合」 -1.05 ％ < 5.65 ％ ○ : 適 合

４）都市施設 当該区域 平均

　　整備状況

4-1.都計道整備率 当該都計区域＜県都計区域全体：「適合」 90.43 ％ > 78.82 ％ × : 不適合

4-2.住区基幹公園1人あたり面積 当該都計区域＜県都計区域全体：「適合」 3.57 ㎡/人 > 2.68 ㎡/人 × : 不適合 ×　：不　適　合

4-3.下水道普及率 当該行政区域＜県全体：「適合」 75.48 ％ > 64.90 ％ × : 不適合

【一次検討による評価】

1つ以上○：必要性は高い

全　 て×：必要性は低い

※1-1.都市計画区域内人口、1-2.都市計画区域内世帯数、1-3.DID人口は、国勢調査よりH17とH27の値を掲載している
※1-4.市街化区域内（用途内）人口、1-5.市街化調整区域（用途白地）人口は、国勢調査よりH22とH27の値を掲載している
※2-1.都市計画区域内開発許可面積は、都市計画基礎調査より5年比較（過去（H19～H23合計）・現在（H24～H28合計））としている
※2-2.都市計画区域内DID面積は、国勢調査よりH17とH27の値を掲載している
※3-1.商業販売額増減率（都市計画区域集計）は、商業統計調査及び経済センサスより過去（H19/H9増減率）・現在（H28/H19増減率）の値を掲載している
※3-2.工業出荷額増減率（都市計画区域集計）は、工業統計調査より過去（H18/H8増減率）・現在（H28/H18増減率）の値を掲載している
※3-3.観光入込客増減率（行政区域内）については、山口県の宿泊者及び観光客の動向より3年比較（過去（H27/H25増減率）・現在（H29/H27増減率））としている
※4-1.都市計画道路整備率の平均は、平成28年都市計画現況調査より山口県の値(（整備済み＋概成済）÷計画延長）を用いた
※4-2.住区基幹公園面積の平均は、平成28年都市計画現況調査より山口県の値（計画）を用いた
※4-3.下水道普及率の平均は、平成29年刊 山口県統計年鑑より下水道処理人口普及率（山口県）の値を用いた

＜評価値＞ ＜指標別評価結果＞
＜項目別評価結果＞
※＜指標別評価結果＞のうち

1つ以上「〇」なら適合

〇： 区域区分継続の
必要性は高い

下関都市計画区域
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（２）検討の手順と二次検討 

①区域区分設定区域における区域区分継続の二次検討項目 

一次検討による区域区分継続の必要性検討を踏まえ、二次検討として、区域区分の継続、非継

続に際しての課題について整理した上で、総合的な観点から区域区分の継続について判断する。 

 

検 討 項 目 検  討  内  容 

■将来における市街

地拡大の可能性の

検討 

人口の推移や産業の動向、大規模プロジェクトの影響等を踏まえ、市街地内にお

ける都市的土地利用の需要を見通すとともに、市街地内の土地利用の現況を把握

し、増加人口に伴う住宅用地や産業用地が現在の市街地に収容できるか否か、また、

市街地周辺におけるスプロール的拡散等についても検討する。その結果、市街地拡

大の可能性があると認められる場合には、区域区分制度の継続を検討する。 

■郊外部における自

然的環境の保全の

必要性の検討 

区域区分制度の効果として市街化調整区域における開発の抑止が考えられるこ

とから、他の法規制のない区域で自然的環境としての保全の必要性があると認めら

れる場合には、区域区分制度の継続を検討する。 

具体的には、次に示す資料等より、現在の法規制で自然的環境の保全が適切に図

られるか否かを検討する。 

・都市計画基礎調査（法適用現況図、協定締結区域の位置図、地区計画等の位置図） 

■区域区分を継続す

る場合の課題の検

討 

区域区分を継続した場合の課題として、一定の人口密度を有する市街化区域の設

定や、周辺の都市計画区域における土地利用規制との整合、さらには市街化調整区

域における開発規制のあり方等を検討する。 

■区域区分を継続し

ない場合の課題の

検討 

区域区分を継続しない場合の課題として、用途白地地域における別の土地利用規

制の適用可能性や、周辺の都市計画区域における土地利用規制との整合等を検討す

る。 

別の土地利用規制としては、都市計画法以外の他法令による措置または区域区分

以外の都市計画制度による措置があり、いずれかの措置を適用することによって目

標とする都市像の実現に向けた規制・誘導が可能か否かを判断する。 

■総合評価による区

域区分適用の要否

の判定 

以上の検討を行った上で、対象都市の将来像との整合や、対象市町・関係機関の

意向及び地域特性・実情等についても十分に考慮し、総合的に判断して区域区分の

適用が望ましい場合、区域区分の継続を行う。 

なお、区域区分を継続しない場合は、他の土地利用規制を導入することを基本と

する。 

■その他の土地利用

規制制度の導入検

討 

区域区分を継続する場合または継続しない場合における他法令や区域区分以外

の都市計画制度等の導入について検討する。 

他法令による措置の例 区域区分以外の都市計画制度による措置の例 

・農業振興地域の整備に関する法律に規

定する農用地区域 

・森林法に規定する保安林区域等 

・自然公園法に規定する特別地域等 

・自然環境保全法に規定する原生自然環

境保全地域等 

・その他市町条例等による措置 

・景観計画による届出制度 等 

・地域地区の指定（用途地域、特定用途制限

地域、風致地区、景観地区、特別緑地保全

地区、伝統的建造物群保存地区等） 

・地区計画、集落地区計画の適用 

・用途白地地域における建築形態規制 

・開発規制（用途白地地域における開発許可

の最低規模基準の引き下げ） 

・立地適正化計画の策定 等 
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②将来における市街地拡大の可能性 

ア 人口推移や産業の動向 

総人口、都市計画区域内人口、市街化区域内人口のいずれも、長期的に緩やかな減少傾向が続

いている。 

産業について、工業は横ばい～微増傾向で推移していたが、2010年以降減少傾向に転じている。

商業は近年減少傾向にあったが、ここ数年で増加に転じている。 

 
（出典：行政区域人口・都計区域内人口・市街化区域内人口（または用途地域内人口）の値は国勢調査を

採用し、平成 17年市街化区域内人口（または用途地域内人口）にのみ、都市計画基礎調査を採用） 

 

 
（出典：工業（工業統計調査）、商業（商業統計調査。H28(2016)のみ平成 28年経済センサス-活動調査） 
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【参考：都市計画区域の工業・商業の推移】 

 

※都市計画区域の数値は旧市町の値を積み上げて算出した 

※合併後の旧市町の値は、合併前の旧行政区域の市全体に占める割合の推計値から算出した 

（出典：工業（工業統計調査）、商業（商業統計調査。H28(2016)のみ平成 28年経済センサス-活動調査） 
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イ 市街地内の土地利用の現況  

市街化区域内に低未利用地が一定程度残されている。また、新たな人口増加を伴う大規模プロ

ジェクトもない。 

 

 

  

水面

その他の自然地田

畑

山林 商業用地

工業用地

住宅用地

交通施設用地
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公益施設用地

道路用地

その他の空地

土地利用種別

市街化区域

都市計画区域

（出典：平成 29年 都市計画基礎調査） 

下関都市計画区域　未利用地状況
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低
未
利
用
地
面
積

低
未
利
用
地
率

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

市街化区域 62.6 208.8 596.7 51.5 243.1 1,899.2 309.7 418.8 506.0 849.8 154.9 0.2 350.9 5.8 5,658.0 622.3 11.0%

市街化調整
区域

1,713.5 708.2 8,655.7 254.3 592.8 365.4 31.0 59.2 245.6 499.0 45.9 147.4 235.4 36.6 13,590.0 2,657.1 19.6%

合　　　計 1,776.1 917.0 9,252.4 305.8 835.9 2,264.6 340.7 478.0 751.6 1,348.8 200.8 147.6 586.3 42.4 19,248.0 3,279.4 17.0%

※公共空地は公共・公益用地として計上
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【参考：土地利用の変化】  
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ウ 市街地周辺におけるスプロール的拡散 

近年、市街化区域の宅地開発許可はほぼ横ばいで推移しているが、市街化調整区域では件数が

増加傾向にあり、市街化区域境界部で集積して見られる。 

大型商業施設は、ほぼ市街化区域内に立地している。 
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（出典：平成 29年 都市計画基礎調査、平成 28年 全国大型小売店総覧） 

近年における宅地開発許可の分布 
（都市計画法に基づく開発許可） 大型商業施設（1,000㎡以上）の分布 

凡例

大型商業施設

市街化区域

都市計画区域
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③郊外部における自然的環境の保全の必要性 

大部分の田園環境については、市街化調整区域及び農振農用地により保全が可能と考えられる

が、法第 34 条緩和条例等により、一部に市街地の拡散傾向が見られるため、土地利用のコント

ロールを図る必要がある。 

 

  

（出典：国土数値情報） 

他法令による措置 

（出典：国土数値情報） 

都市計画制度による措置 
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（３）総合評価 

①区域区分を継続する場合の課題 

ア 一定の人口密度を有

する市街化区域の設

定 

・ 市街化区域の人口密度（可住地ベース）は、平均約 71.1 人/ha（可住地面

積：3,009.7ha）である。 

・ 市街化区域内の居住人口は、区域全体の約 94.2％である。 

・ 令和 12 年市街化区域推計人口は約 186 千人で、平成 27 年市街化区域人口

約 214 千人より減少すると予想されるものの、核家族化の進行に伴い一定

の人口に対しより多くの宅地が必要となることを考慮すると、一定の市街

地の需要は見込まれる。 

・ 現行と同様に、市街化区域に集中して効率的な都市整備投資、施策が継承

される。 

イ 周辺の都市計画区域

における土地利用規

制との整合 

・ 隣接する下関北都市計画区域は区域区分が設定されておらず、今後も適用

の可能性が低いが、両都市の市街地の連担の可能性は低く、整合性は特に

問題とならない。 

・ 隣接する美祢及び山陽小野田都市計画区域は区域区分が設定されていない

が、両都市との市街地の連担の可能性は低く、整合性は特に問題とならな

い。 

ウ 市街化調整区域にお

ける土地利用 

・ 市街化調整区域においては原則的に開発が制限されているものの、法第 34

条緩和条例の影響による開発の流出が著しいことから、地域の実情に応じ

た開発コントロールが必要である。 

・ 市街化区域と連担する幹線道路沿道の地区等で合理的な土地利用を図る必

要がある区域では、地区計画等の活用により、周辺環境との調和を図りな

がら適切に開発をコントロールしていく必要がある。 

※ 区域区分別の可住地面積は、平成 29年都市計画基礎調査より 

※ 区域区分別の人口密度（可住地）は、平成 29年都市計画基礎調査から可住地按分により算出 

 

 
行政区域 都計区域 市街化区域 

60人/ha以上の地区 40人/ha以上の地区 

人口 面積 人口 面積 

平成 17年 290,693人 244,197人 227,557人 170,240人 2,796ha 208,720人 3,880ha 

平成 22年 280,947人 236,226人 223,370人 162,267人 2,748ha 202,651人 3,906ha 

平成 27年 268,517人 227,322人 214,052人 144,433人 2,607ha  178,410人 3,643ha  

※行政区域人口・都計区域人口・市街化区域人口の値は国勢調査を採用し、平成 17年市街化区域人口にのみ、H29都市計画基礎調査を

採用 

※60人/ha以上の地区・40人/ha以上の地区の人口と面積は、H29都市計画基礎調査より算出 
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小地域による人口分布（可住地人口密度） 

（出典：平成 29年 都市計画基礎調査） 

100mメッシュによる人口分布 

（出典：平成 27年 国勢調査、国総研 将来予測ツール） 

市街化区域

都市計画区域

：80～100人未満

：60～80人未満

：40～60人未満

：20～30人未満

：10～20人未満

：3～10人未満

：0～3人未満

：30～40人未満

：100人以上

100mメッシュ人口（1ha)
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②区域区分を継続しない場合の課題  

ア 用途白地地域における

その他の土地利用制度

の適用の可能性 

・ 現行の市街化調整区域が用途白地地域となると、地区全体の市街化の抑制

ができなくなる。よって、幹線道路沿道や農振白地地域等での開発の進行

が考えられ、市街地外縁緑地帯としての田園及び自然的緑地環境の保全と

基盤未整備なままでのスプロール開発の規制について検討する必要があ

る。 

・ 田園環境の保全については、用途地域に隣接する農振白地地域が多くあ

り、開発のコントロールが重要な課題となる。特定用途制限地域の指定に

よる規制も考えられるが、居住環境を阻害する限定された用途を制限する

のが本制度の主旨であるため、開発行為自体を抑制できない。 

・ 丘陵部の自然的緑地環境の保全については、風致地区、特別緑地保全地区

等の適用を検討する必要があるが、現実的には全域の指定は難しく、市街

化調整区域による規制に比べて適用範囲が相当狭くなる。 

・ 地形的に大規模な市街地の拡大の可能性は低いが、インターチェンジや新

下関駅周辺、幹線道路沿道等における開発の規制･誘導策や、自然環境の

保全策が必要となる。 

・ 開発の誘導は、建築形態規制や特定用途制限地域との組み合わせを図る

他、地区計画制度の適用により基盤整備やまちなみも整った開発としてい

く必要がある。 

イ 周辺の都市計画区域に

おける土地利用規制と

の整合 

・ 隣接する下関北、美祢、山陽小野田都市計画区域は、区域区分が設定され

ていない非線引き都市計画区域であるが、地形的な隔たりがあり、整合性

は特に問題にならない。 

ウ その他 

・ 用途地域内についても、きめ細かな建築形態規制等により、市街地の密度

構成等の適切な配分を図っていく必要がある。 

・ 市街化区域の地価が下落すると想定される。 

・ 中心市街地の衰退が考えられる。 

 

③判定 

本都市計画区域では一定の開発圧力があり、核家族化の進行による収容人口の低下等から市街地拡

大の可能性が高く、田園部や丘陵部などの自然的環境を保全していく必要があるため、区域区分を継続して

定める。 
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④今後の土地利用規制への対応   

課 題 区 分 課 題 へ の 対 応 方 向 

ア 一定の人口密度を有す

る市街化区域の設定 

・ 低密度で無秩序な市街地の拡大を抑えるとともに、既存の市街化区域内の

未利用地で計画的市街化の見込みがない区域や、現に市街化していない土

砂災害特別警戒区域等災害の発生のおそれのある土地の区域については、

市街化調整区域へ編入することにより、適切な市街化区域の規模とする。 

・ 市街化区域内において低未利用地が残っており、また人口減少が見られる

ため、立地適正化計画による都市機能誘導区域・居住誘導区域の設定によ

って、誘導区域内の低未利用地の活用にインセンティブを与え、土地利用

の増進を図ることが求められる。 

イ 周辺都市計画区域の土

地利用規制との整合 

・ 隣接する下関北都市計画区域とは市街地の連担や開発の移行の可能性が

低く、整合性は特に問題とならない。 

・ 隣接する美祢及び山陽小野田都市計画区域とは、市街地の連担の可能性が

低く、整合性は特に問題とならない。 

ウ 市街化調整区域におけ

る土地利用のあり方 

・ やむを得ず開発を誘導する場合は、「下関都市計画市街化調整区域におけ

る地区計画策定基準」に基づき、地区計画制度の適用により必要最小限の

範囲で計画的な土地利用を行う。 
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■ 区域区分の検討結果 

 

  

今後の土地利用 

規制への対応 

チェックシート 
による評価 

区域区分設定区域 

ＹＥＳ 

一
次
検
討 

二

次

検

討 

区域区分継続の 

必要性が高い 

区域区分継続の 

必要性が低い 

ＮＯ 

（注） 

一次検討：定量的評価（都市計画

区域間の相対的な判

断） 

二次検討：総合評価（都市計画区

域毎に固有の即地的

な判断） 

ＹＥＳ 
将来における市街地拡大の可能性 

ＮＯ 
ＹＥＳ 

区域区分の廃止 区域区分の継続 

対象市

町、関係

機関との

調整 等 

区域区分を 

継続しない場合の 

課題の検討 

区域区分を 

継続する場合の 

課題の検討 

 

総合評価 
ＮＯ 

判      定 

今後の土地利用 

規制への対応 

区域区分を 

継続する場合の 

課題の検討 

区域区分を 

継続しない場合の 

課題の検討 

 

郊外部における自然的環境の保全の必要性 
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２．区域区分の方針における将来数値想定の考え方 

（１）おおむねの人口 

①想定の考え方 

目標年（令和 12 年）における人口は、以下の手順で想定した。なお、トレンド推計について

は、線形回帰、対数回帰、累乗回帰、指数回帰のうち、最も寄与率の高いものを採用した。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

② 想定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：行政区域人口（国立社会保障・人口問題研究所（H30.3公表値）、地域区分別（都計区域内外・

市街化調整区域内外）の数値は、平成 17年まで都市計画基礎調査を採用、平成 22,27年は国勢調

査（H27)を基に山口県土木建築部都市計画課が算出した数値を採用しています） 

  

●行政区域人口の設定； 

（ 国立社会保障・人口問題研究所がＨ３０年３月に公表した推計値 ） 

● 都市計画区域人口の想定； 

（行政区域全体に占める都市計画区域人口割合のトレンド推計値）×（行政区域の推計人口） 
 

● 市街化区域人口の想定； 

（行政区域全体に占める市街化区域人口割合のトレンド推計値）×（行政区域の推計人口） 

● 都市計画区域外人口の想定； 

（行政区域の推計人口 ）－（ 都市計画区域人口推計値 ） 
 

● 市街化調整区域人口の想定； 

（ 都市計画区域人口推計値 ）－（ 市街化区域人口推計値 ） 

市町名      区域名 推計値 推計方法

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和12年

315,643 310,717 301,097 290,693 280,947 268,517 225,685 a 社人研

262,635 259,795 252,389 244,197 236,226 227,322 192,493

83.2% 83.6% 83.8% 84.0% 84.1% 84.7% 85.3% b 指数回帰

市街化区域 239,837 238,109 233,746 227,557 223,370 214,052 185,874

76.0% 76.6% 77.6% 78.3% 79.5% 79.7% 82.4% c 線形回帰

市街化調整区域 22,798 21,686 18,643 16,640 12,856 13,270 6,618

7.2% 7.0% 6.2% 5.7% 4.6% 4.9% 2.9% d = b - c

53,008 50,922 48,708 46,496 44,721 41,195 33,192

16.8% 16.4% 16.2% 16.0% 15.9% 15.3% 14.7% e = 1 - b

行政区域

都市計画区域

都市計画区域外
（下関北都市計画区域を含む）

実績値都市計画

区域名

下関市下関
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（２）産業の規模 

【 工業出荷額 】 

①想定の考え方 

山口県工業統計調査の工業出荷額から、トレンド推計により将来出荷額を想定した。金額につ

いては、国内企業物価指数（工業製品）により補正した。（平成 27年基準） 

トレンド推計については、線形回帰、対数回帰、累乗回帰、指数回帰のうち、最も寄与率の高

いものを採用した。 

 

②想定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 商品販売額 】 

① 想定の考え方 

山口県商業統計調査の商品販売額から、トレンド推計により将来販売額を想定した。金額につ

いては、消費者物価指数により補正した。（平成 27年基準） 

トレンド推計については、線形回帰、対数回帰、累乗回帰、指数回帰のうち、最も寄与率の高

いものを採用した。 

 

② 想定結果 

 

 

 

 

 

  

（千万円）

平成6年 平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

指数 97.7% 99.5% 99.8% 97.5% 97.2% 97.2% 96.2% 99.2% 99.9%

実績値 83,304 83,826 86,637 70,050 68,364 64,149 47,647 49,069 51,503

指数補正値 85,265 84,247 86,811 71,846 70,333 65,997 49,529 49,464 51,555 線形回帰 20,618

下関
下関市

（旧下関市）

都市計画
区域名

市町名
（旧市町名）

推計方法
令和12年
（推計値）

（千万円）

平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

指数 100.8% 99.2% 99.8% 98.3% 96.9% 96.9% 94.7% 92.8% 91.9% 93.1% 94.6% 96.7%

実績値 49,827 51,546 52,545 50,002 50,193 44,659 43,236 42,939 42,228 44,681 45,960 49,709

指数補正値 49,411 51,988 52,637 50,880 51,785 46,072 45,660 46,292 45,929 47,971 48,562 51,388

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成28年

指数 98.4% 102.9% 97.5% 97.4% 98.8% 98.0% 99.2% 102.4% 96.5%

実績値 57,561 58,303 47,439 51,027 50,016 52,454 48,449 48,413 45,150

指数補正値 58,492 56,655 48,651 52,384 50,624 53,552 48,856 47,301 46,788 線形回帰

下関
下関市

（旧下関市）

都市計画
区域名

市町名
（旧市町名）

下関
下関市

（旧下関市）

令和12年
（推計値）

50,498

推計方法

実績値

実績値

都市計画
区域名

市町名
（旧市町名）
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【 就業構造 】 

① 想定の考え方 

以下の手順で想定した。トレンド推計については、最も寄与率の高い線形を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 想定結果 

 

 

● 将来就業人口の想定； 

（ 将来 15歳以上人口 ）×（ 就業率トレンド推計値 ） 

● 産業別将来就業比率の想定； 

（ 一 ～ 三次各産業別就業比率のトレンド推計 ）→ 合計 100％となるように按分 

● 産業別将来就業人口の想定； 

（ 将来就業人口 ）×（ 産業別将来就業比率 ） 

■就業率の推移

推計値
H7

(1995)
H12

(2000)
H17

（2005）
H22

（2010）
H27

（2015）
R12

（2030）
15歳以上人口（人） 219,593 217,233 209,587 203,612 196,106 170,415

就業率（％） 57.3% 54.7% 54.0% 51.9% 51.9% 50.0%
就業人口（人）※分類不明含む 125,744 118,806 113,102 105,710 101,736 85,160

■産業別就業比率の推移

推計値
H7

(1995)
H12

(2000)
H17

（2005）
H22

（2010）
H27

（2015）
R12

（2030）
一次産業 4.1% 3.8% 3.4% 3.0% 2.6% 1.5%
二次産業 28.7% 27.9% 25.2% 24.3% 23.7% 19.3%
三次産業 67.2% 68.3% 71.3% 72.7% 73.6% 79.2%

計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

■産業別将来就業人口の想定

推計値
H7

(1995)
H12

(2000)
H17

（2005）
H22

（2010）
H27

（2015）
R12

（2030）
一次産業 5,136 4,497 3,818 3,076 2,629 1,237
二次産業 35,951 32,899 28,052 25,160 23,679 16,110
三次産業 84,272 80,681 79,361 75,319 73,513 66,211

計 125,359 118,077 111,230 103,555 99,822 83,557

実績値

実績値

実績値
※就業人口（不明を除く）
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（３）市街化区域のおおむねの規模 

① 想定の考え方 

基準年（平成 27 年）の市街化区域をベースに、都市計画基礎調査の地区毎に土地利用の動向

を見極め、区域区分の適否を判断し、これらを積み上げることにより、将来の市街化区域人口を

収容しうる市街化区域のおおむねの規模を想定した。 

土地利用の動向は、可住地･非可住地の別、未利用地の整序の可能性、市街地開発事業など実

現性の高い計画的開発事業の有無等から判断した。 

また、市街化区域の収容人口については、将来の平均世帯人員減少に伴う収容可能人口の減少

を考慮した既利用地での収容人口や、未利用地の整序による収容人口などを総合的に判断し、市

街地のオーバーフローの可能性を検討している。 

 

② 想定結果（令和元年 11月時点） 

人口（令和 12年） 面積（令和 12年）  

Ｅ＝ 

④／Ｃ２ 

人口密度 

 

 

 

(人／ha) 

① 

 

市街化区

域人口 

 

 

(人) 

② 

 

オーバー

フロー人

口 

 

(人) 

③ 

 

即時編入

人口 

 

 

(人) 

④＝ 

①-②+③ 

即時編入

後の収容

可能人口 

 

(人) 

Ａ＝ 

Ｂ＋Ｃ２ 

即時編入

後の市街

化区域面

積 

(ha) 

Ｂ 

 

非可住地

面積 

 

 

(ha) 

Ｃ 

 

市街化区

域の可住

地面積 

 

(ha) 

Ｃ１ 

 

即時編入

を行う可

住地面積 

 

(ha) 

Ｃ２＝ 

Ｃ＋Ｃ１ 

即時編入

後の可住

地面積の

合計 

(ha) 

185,874 558 534 185,850 5691.0 2,675.0 3,010 6 3016.0 61.6 

 


